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消費税率の変更
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適用時期

区分
現行

2019年10月1日（軽減税率）

軽減税率 標準税率

消費税率 6.3% 6.24% 7.8%

地方消費税率 1.7%
(消費税額の17/63)

1.76%
(消費税額の22/78)

2.2%
(消費税額の22/78)

合計 8.0% 8.0% 10.0%

軽減税率制度の実施に伴い、2019年10月1日から消費税の税率は、以下のとおり、
軽減税率の（8％）と標準税率（10％）の複数税率となります。

（注）消費税等の軽減税率は、現行と同じ8%ですが、消費税率（6.3%→6.24％）
と地方消費税率（1.7%→1.76%）の割合が異なります。

国税庁｜消費税軽減税率制度の手引き
＜https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/01-1.htm＞



軽減税率対象品目
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新聞:週２回以上発行される新聞の定期購読契約に基づく譲渡。
・スポーツ新聞や業界紙、日本語以外の新聞も週２回以上発行され、定期購読していれば軽減税率対象。
・インターネット配信の新聞は「電気通信利用役務の提供」に該当し、対象外。また、売店などでの購入も対象外。

国税庁｜消費税軽減税率制度の手引き
＜https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/01-1.htm＞
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消費税率等に関する経過措置
2019年10月1日運用開始日以後に事業者が行う資産の譲渡等及び課税仕入れであって
も、経過措置が適用されるものについては、旧税率（８％）が適用されることとなります。
※経過措置については、必ず適用しなければなりません。

①旅客運賃等

②電気料金等

③請負工事等

前回適用開始日 適用開始日

2014年4月1日 2019年10月1日

対価受領 入場等

適用開始日

2019年10月1日 2019年10月31日

継続供給 権利確定

前回指定日 適用開始日

2013年10月1日 2019年10月1日

契約 譲渡等

指定日

2019年4月1日
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消費税率等に関する経過措置
④資産の貸付け

⑤指定役務の提供

⑥予約販売に係る書籍等

⑦特定新聞

指定日 適用開始日

2019年4月1日 2019年10月1日

契約 定期供給

前回指定日 適用開始日

2013年10月1日 2019年10月1日

契約 貸付

指定日

2019年4月1日

前回指定日 適用開始日

2013年10月1日 2019年10月1日

契約 指定役務

指定日

2019年4月1日

対価受領

適用開始日

2019年10月1日

指定発売日 譲渡
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消費税率等に関する経過措置
⑧通信販売

⑨有料老人ホーム

⑩特定家庭用機器再商品化法
（家電リサイクル法）に規定する
再商品化等

適用開始日

2019年10月1日

条件提示 申込

指定日

2019年4月1日

譲渡

前回指定日 適用開始日

2013年10月1日 2019年10月1日

契約 介護サービス

指定日

2019年4月1日

適用開始日

2019年10月1日

対価受領 再商品化等

国税庁｜消費税軽減税率制度の手引き
＜https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/01-1.htm＞



消費税申告書・付表の組み合わせパターン
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制度 経過措置 申告書 別表 付表1 付表2 付表2-(2) 付表4 付表5 付表5-(2)

一般課税
あり 一般用 △※ ○ 〇

なし 一般用 △※ 〇

簡易課税
あり 簡易課税用 〇 〇

なし 簡易課税用 〇

現在の帳票（消費税8％）

消費税10％改正時の帳票

制度 経過措置 申告書 課税標準額
内訳書 付表1-1 付表1-2 付表2-1 付表2-2 付表4-1 付表4-2 付表5-1 付表5-2

一般課税
あり 一般用 〇 〇 〇 〇 〇

なし 一般用 〇 〇 〇

簡易課税
あり 簡易課税用 〇 〇 〇 〇 〇

なし 簡易課税用 〇 〇 〇

別表は、課税標準額内訳書へ統合されました

※別表はリバースチャージ取引がある場合に提出



新消費税申告書・付表の変更概要
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消費税申告書（一般）:第一表
消費税申告書（簡易）:第一表
課税標準額の内訳書:第二表（新規追加）
付表1-1（一般）:税率別消費税額計算表 兼 地方消費税
付表1-2（一般）:税率別消費税額計算表 兼 地方消費税～（経過措置分）
付表2-1（一般）:課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表
付表2-2（一般）:課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（経過措置分）
付表4-1（簡易）:税率別消費税額計算表 兼 地方消費税
付表4-2（簡易）:税率別消費税額計算表 兼 地方消費税～（経過措置分）
付表5-1（簡易）:控除対象仕入税額の計算表
付表5-2（簡易）:控除対象仕入税額の計算表（経過措置分）

※消費税申告書（一般、簡易課税）の変更は以下になります。
＜一般＞
特定課税仕入れ係る別表の提出有無欄
＜一般、簡易共通＞
・①課税標準額②消費税額⑰or⑱地方消費税の課税標準となる消費税額記載欄が削除され、

第二表（課税標準額の内訳書）へ記載するように変更。
※課税標準額の内訳書（新規）
上記申告書①②⑰⑱欄＋特定課税仕入れ（リバースチャージ）を記載のため、必ず提出。

※付表
現行の付表（3,5,8％）は残り、その合計額を新規付表（軽減税率/標準税率）に記載する形になりました。
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特定課税仕入れ係る
別表の提出有無欄

①課税標準額②消費税額⑰or⑱地方消費税の
課税標準となる消費税額記載欄

第一表から削除されました
→第二表に移動

2019年10月1日以後の課税期間分申告書2019年9月30日までの課税期間分申告書

新消費税申告書・付表の変更概要
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課税標準額の内訳書:第二表消費税申告書（一般）:第一表

①課税標準額②消費税額⑰or⑱地方消費税の
課税標準となる消費税額記載欄

新消費税申告書・付表の変更概要



中小事業者税額計算の特例
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国税庁資料より

税額計算の特例が使える「困難な事情」とはどのような場合をいうのか。

「困難な事情」とは、例えば、課税期間中に国内において行った
課税売上げ（税込み）又は課税仕入れ等（税込み）につき、税率ごとの管理が
行えなかった場合をいい、困難の程度は問わない。

特例帳票
特例:軽減売上割合（10営業日）
特例:小売等軽減仕入割合
特例:小売等軽減売上割合

税額計算は、原則として、売上げ又は仕入れを税率ごとに区分して行うこととなりますが、
売上げ又は仕入れを税率ごとに区分することが困難な中小事業者（基準期間（法人:前々
事業年度、個人:前々年）における課税売上高が5,000万円以下の事業者）に対し、売上
税額又は仕入税額の計算の特例があります。



中小事業者税額計算の特例
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売上税額の計算特例 売上げを税率ごとに区分することが困難な中小事業者は、次の方法により
軽減税率の対象売上及び売上税額を計算することができます。

区分 ① 仕入れを税率ごとに管理できる
卸売業・小売業を営む中小事業者 ② ①以外の事業者 ③ ①・②の計算が困難な

中小事業者※

内容

卸売業・小売業に係る売上げに小売等
軽減仕入割合を乗じた金額を軽減税
率対象品目の売上げとし、売上税額を
計算

売上に軽減売上割合を乗じた金額を軽
減税率対象品目の売上げとし、売上税
額を計算

①・②の計算において使用
する割合に代えて50％を使
用して、売上税額を計算

※主に軽減税率対象
品目を販売する中小
事業者が対象

適用
対象

小売等軽減仕入割合

卸売業・小売業に係る
軽減税率対象品目の仕入額（税込み）

卸売業・小売業に係る
仕入総額（税込み）

＝

軽減売上割合

通常の連続する10営業日の
軽減税率対象品目の売上額（税込み）

連続する10営業日の
売上総額（税込み）

＝

以下の期間において行った課税資産の譲渡等
2019年10月1日から2023年9月30日までの期間

※ ①については、簡易課税制度の適用を受けない期間に限る。



中小事業者税額計算の特例
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仕入税額の計算特例 仕入れを税率ごとに区分することが困難な中小事業者は、次の方法により
軽減税率の対象仕入れ及び仕入税額を計算することができます。

区分 ① 売上げを税率ごとに管理できる卸売業・小売業
を営む中小事業者 ② ①以外の事業者

内容

卸売業・小売業に係る仕入れに小売等軽減売上割
合を乗じた金額を軽減税率対象品目の仕入れとし、
仕入税額を計算

簡易課税制度を適用しようとする課税期間中に消費
税簡易課税制度選択届出書を提出し、同制度を適
用し、仕入税額の計算が可能。

（参考）原則は、簡易課税制度を適用しようとする
課税期間の開始前に消費税簡易課税制度選択届
出書の提出が必要

適用
対象

小売等軽減売上割合

卸売業・小売業に係る
軽減税率対象品目の売上額（税込み）

卸売業・小売業に係る
売上総額（税込み）

＝

以下の期間において行った課税仕入れ
2019年10月1日から2020年9月30日の属
する課税期間の末日までの期間
※ 簡易課税制度の適用を受けない期間に限る。

以下の課税期間に適用可能
2019年10月1日から2020年9月30日までの
日の属する課税期間
※ 消費税簡易課税制度選択届出書は2019年

7月1日から提出可能



財務システムの対応概要



データ互換について
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財務 R4シリーズ 消費税改正（Ver.19.2／Ver.19.3）では、改元対応（Ver.19.1）を
含めた以前のプログラムとの会社データの受け渡しができなくなります。
大変お手数ですが、最新バージョンの財務 R4シリーズ同士でご利用いただくようお願いします。

消費税改正対応

Ver.19.2（Ver.19.3）

Ver.17、18、19.1

◎

○

×

旧→新へ 一方通行は可能です

Ver.19.2
Ver.19.3

データの受け渡しは、できません

リリース時期 バージョン 内容

2018年6月 18.11 6月版 機能アップ

2018年10月 18.15 10月版 スマレジ対応、CSV取り込み強化

2019年3月 19.1 改元対応

2019年8月下旬（予定） 19.2 消費税改正対応:1次版（マスター・入力~計算書）

2019年9月下旬（予定) 19.3 消費税改正対応:2次版（申告書）※Lite以外

双方向可能

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。



コード 消費税率名称 表示 印刷 テキスト
0 税率無し 空白 空白 空白
3 消費税 3 ％（国税） 3 3 3.0
5 消費税 5 ％（国・地方税） 5 5 5.0
4 消費税 4 ％（国税） 4 4 4.0
1 消費税 1 ％（地方税） 1 1 1.0
8 消費税 8 ％（国・地方税） 8 8 8.0

63 消費税 6.3 ％（国税） 63 6.3 6.3
17 消費税 1.7 ％（地方税） 17 1.7 1.7
10 消費税 10 ％（国・地方税） 10 10 10.0
78 消費税 7.8 ％（国税） 78 7.8 7.8
22 消費税 2.2 ％（地方税） 22 2.2 2.2
81 消費税 8 ％（国地/軽減） K8 K8 K8.0
62 消費税 6.24 ％（国税/軽減） 62 K62 K6.24
18 消費税 1.76 ％（地方/軽減） 18 K18 K1.76

消費税率の追加

消費税率を追加します。
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・軽減税率（国税、地方税）、標準税率（国税、地方税）を追加します。
・軽減税率「81」、軽減税率地方税「18」で入力いただきます。
・表示、印刷は、表のようになります。

会社基本情報－消費税情報に追加変更はありません。

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。

新規追加



消費税メニューの変更

改正後の消費税メニューを変更します。
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※旧申告書をまとめました

（旧）一般課税

（旧）簡易課税

2019.10.１以降

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。



消費税率の入力方法
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1．仕訳入力画面で軽減税率8%に変更する。

2．科目を10％用と軽減税率8％用に分けて設定する。
①主科目で分ける。（試算表で別科目）
②補助科目で分ける。

2019年10月1日以降の仕訳には、自動的に10%が入ります。

軽減税率の入力方法は以下の通りです。

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。



消費税率の入力／表示
仕訳入力画面で軽減税率8%に変更します。
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【仕訳入力】画面

・2019年10月1日以降の日付で「入力された仕訳は、10％になります。
・軽減税率に修正する場合は、摘要欄で「←」「↑」により税率欄に移動して「81」を
入力してください。
確定した仕訳の表示は「K8」になります。

軽減税率8%に変更します

※仕訳入力同様、「振替伝票入力」、「入金伝票入力」、「出金伝票入力」、「帳簿入力」、「個別元帳」、
「手形台帳入力」、「辞書マスター設定」等の税率入力がある入力は、全て、このような対応になります。

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。



科目別税率設定（新機能）1/2
新機能の科目別税率設定で、予め特定の科目及び補助科目の税率を設定すること
で、仕訳入力の効率化を図ります。
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【仕訳入力】画面

81.軽減税率(8%)を設定します

【科目マスター設定】-【科目別税率設定】画面 ※科目で分けるパターン

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。

軽減税率(8%)を自動設定します



科目別税率設定（新機能）2/2

21

【科目別税率設定】画面 ※補助科目で分けるパターン

【仕訳入力】画面

軽減税率8%が自動で入ります

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。

81.軽減税率(8%)を設定します



帳票出力
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元帳等への記載例（国税庁資料より）

財務R4では、元帳等に税率区分欄を設けています。
税率区分欄に「K8」を出力することで、他の税率との区別を行います。

【総勘定元帳】プレビュー画面（元帳形式:元帳A4（旧KXタイプ））

軽減税率K8

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。



消費税区分／税率の確認
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・売上科目／仕入科目の明細表から、科目・補助科目単位の消費税区分、
税率別の集計額を確認することができます。
・気になる区分・税率から、個別元帳にジャンプし、内容確認・修正することができます。

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。

【仕入科目の明細表】-【個別元帳】ジャンプ画面

【仕訳検索】-【仕訳変換】画面

集計区分から、該当明細の個別元帳にジャンプし、内容確認・修正が
可能です。



その他機能について
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・辞書マスターの一括税率変換に対応します。（8％→10％）
・仕訳検索にある仕訳変換機能により、税率の変更が可能です。
・付箋コピー／先行伝票は、2019年10月1日以降も設定された税率が
そのまま取り込まれます。

※開発中の内容につき予告なく変更する場合がございます。あらかじめご了承ください。

【辞書マスター設定】画面

標準税率8%→10％に一括変換します。
軽減税率や、旧税率の辞書を残す場合は、変換後に該当辞書を修正、
または、一括変換機能を利用せずに、個別修正を実施します。

【仕訳検索】-【仕訳変換】画面

仕訳検索で検索結果に表示された検索仕訳の税率を一括で変換する
ことができます。



「ウェプラット・クラウドサービス」
のご紹介



軽減税率で業務負荷が増加

26

確認・入力の手間が増える

10％と8％を
区分して経理しなくちゃ 人手不足なのに

さらに作業が増えるな



増税で資金繰りに影響
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キャッシュインが遅れる
キャッシュアウトが多くなる

増税だから
支払いが増えるな

キャッシュレス決済が増えると
入金が遅れるな

キャッシュレス決済だと
業者への

手数料が増えるな



業務効率化のご提案

証憑
整理 仕訳入力作業 科目・残高

確認

約50％の仕訳化工数削減

Ｗeplat経営支援サービスによる
経営資料作成の効率化

スキャン/自動仕訳サービスによる
仕訳入力業務の効率化

証憑
整理

取込・確認
修正

自動
仕訳

修正作業

経営資料の早期作成
的確な経営状況把握
経営資料の早期作成
的確な経営状況把握

AI・フィンテック技術による
仕訳入力業務の効率化

月次
決算

決算・
申告

月次
決算

決算・
申告

既存
会計業務

これからの
会計業務

エプソンからのご提案

28

1. 仕訳入力業務の工数削減(効率化・自動化）
スキャナ活用・金融連携等の自動化による仕訳入力業務の効率化を実現

2. 企業経営者への付加価値情報の提供(経営支援業務)
経営者の役に立つデータ分析や業界比較等により、企業の成⾧に寄与



「自動仕訳サービス」概要
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金融連携やCSV連携、POSレジ連携機能で
様々な取引を財務R4に仕訳として取り込むサービスです

POSレジ連携

↑↓

※MoneyLook（マネールック）とはSBIビジネスソリューションズ株式会社が運営するサービスです。

自動仕訳

売掛金

売上

CSV取込スマレジ連携用
Excelブック

API連携

金融連携 銀行やクレジットカード、電子マネーの取引を仕訳学習取込

※対応POSはスマレジ（スマレジ社）です。連携用Excelブックを提供します。

店舗情報や日次売上情報をCSVを介して仕訳学習取込

CSV連携 現金出納帳やクレジットカード利用明細等をCSV形式で仕訳学習取込



仕訳の学習機能

30

 仕訳の学習機能があるから、一度修正すれば次回取込時は自動仕訳

自動仕訳



仕訳データの紐付け表示

31

 仕訳入力画面で取引情報を見ながら仕訳をチェックすることが可能

▲金融連携を行った場合の、取引情報(元データ)のチェック画面

▲金融連携を行った場合の、口座と帳簿残高チェック画面

自動仕訳



CSV学習取込機能

32

 「日付」、「キーワード」、「入金額」or「出金額」のみが記載されているCSVデータであれば取
込可能になり、「キーワード」をキーに仕訳を学習させることができます

 科目名(コード)がわからなくても独自エクセルフォーマットで作成した、現金出納帳や売掛帳
に「摘要＝キーワード」さえ入力されていれば仕訳としての取込が可能になります。
(日付、金額は必須）

具体例:Excelデータ化した「現金出納帳」、「売掛帳」、「買掛帳」、「銀行の入出金明細」、
「総合振込明細」、「クレジットカード利用明細」、「Amazonや楽天の利用明細」

▲Excelデータ(CSV形式)のフォーマット

日付:YYYYMMDD形式
キーワード:文字列
入金額:数値
出金額:数値

▲「F8」 CSV取込よりCSV取込み

自動仕訳

 「現金出納帳」等のExcelデータ(CSV形式)の取込み・学習が可能



「自動仕訳サービス」導入効果

33

様々な取引を自動仕訳取込することで効果を発揮します。

取引情報
整理

仕訳
入力

チェック
修正

月次
報告導入前

データ
取込

チェック
修正

月次
報告導入後 自動

仕訳
仕訳
入力

削減!!

様々な取引の仕訳入力作業を大幅削減!
仕訳入力業務の効率化を実現!

自動仕訳



「スキャンサービス」概要

34

①紙証憑をスキャン
紙の証憑類をまとめてスキャニン
グし、クラウドへ送信

②仕訳の学習機能
クラウド送信したスキャンデータ
は自動仕訳のデータを生成しま
す。また、取り込んだ仕訳を修
正すると学習されるため、次回
取り込み時には修正仕訳が取
り込まれます。使えば使うほど精
度の高い仕訳が生成されます。

③証憑データ取込み
仕訳とスキャンデータを紐付けて
財務R4に取り込みます。
画面上で証憑イメージを確認し
ながら仕訳チェックが行えます

学習機能と併せて3名のオペレーターが入力・チェックすることで、手書き領収書等も精度の高い
データ化を実現、最⾧1営業日で完了します。 ※年末年始、土日、指定休日を除く

スキャン

領収書・請求書・通帳コピーなどの紙証憑をスキャンし
財務R4に仕訳として取り込むサービスです



「経営支援サービス」概要

35

「誰でも使える」「より簡単に」をコンセプトにした
付加価値レポート(Excel)を財務R4データから生成するサービスです

● 定型レポート

● 自由レポート

● 計画策定レポート

外部データ ・過去会計
・表、グラフ、コメント
選択可

・業界平均比較

・過去会計
・P/L、B/S、C/F
残高データ

・過去5期分
・部門、科目、期間
検索、集約

・未来会計3期分
・損益見込み
・資金繰り見込み
・実績自動取り込み
による予実PDCA

Weplat
経営分析
エンジン

＊日本政策金融公庫総合研究所「小企業の経営指標調査」を使用＊日本政策金融公庫総合研究所「小企業の経営指標調査」を使用

業界平均値*

財務データ

経営
計画

財務
分析

財務
分析

経営支援

ワンタッチ‼



定型レポート

36

 R4データから指定会社データの定型レポートを自動作成し定期報告に活用
多様なグラフ、表及び詳細な差異分析コメント候補からの選択、修正可能
 レポートはExcel形式のため、操作容易、ユニークな書式簡単作成

経営支援



自由レポート

37

 データの絞り込み・深堀りが簡単に可能
 レポートはExcel形式のため、データの任意加工も可能で操作も容易

経営支援



平成30年度 損益計画
目標

（単位:千円）

H30/4 H30/5 H30/6 H30/7 H30/8 H30/9 H30/10 H30/11 H30/12 H31/1 H31/2 H31/3 合計

計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

14,850 13,000 13,813 14,708 11,285 11,089 14,708 14,708 14,708 10,507 15,444 11,948 160,769

6,000 6,700 5,511 5,717 4,268 9,479 5,717 5,717 5,717 6,288 6,288 10,628 78,028

0 0 △0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20,850 19,700 19,324 20,425 15,553 20,568 20,425 20,425 20,425 16,795 21,732 22,576 238,797

127 127 161 127 127 127 127 127 127 135 135 150 1,593

247 247 377 247 247 247 247 247 247 264 263 293 3,175

361 361 354 361 361 361 361 361 361 385 384 428 4,434

116 116 218 116 116 233 116 116 116 124 124 138 1,651

10,043 9,432 9,999 10,043 11,289 11,162 10,043 10,043 10,043 11,724 10,685 14,729 129,233

10,893 10,282 11,109 10,893 12,140 12,129 10,893 10,893 10,893 12,632 11,590 15,738 140,086

9,957 9,418 8,215 9,532 3,413 8,439 9,532 9,532 9,532 4,162 10,142 6,838 98,711

47.8% 47.8% 42.5% 46.7% 21.9% 41.0% 46.7% 46.7% 46.7% 24.8% 46.7% 30.3% 41.3%

3,265 3,289 3,350 3,400 3,172 3,051 3,271 3,335 3,258 3,335 3,363 3,258 39,346

425 425 447 425 425 425 425 425 425 425 425 425 5,124

0 0 0 0 4,429 0 0 0 4,459 0 0 0 8,888

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 10,280 24,362

4,970 4,994 5,077 5,105 9,307 4,756 4,976 5,040 9,422 5,040 5,068 13,963 77,720

680 680 680 680 680 680 680 680 680 680 680 680 8,158

62 62 62 62 62 62 62 62 62 62 62 62 742

564 564 961 564 564 2,174 564 564 564 564 564 2,174 10,382

0 70 70 70 70 70 70 70 70 70 137 210 977

1,305 1,375 1,772 1,375 1,375 2,986 1,375 1,375 1,375 1,375 1,442 3,126 20,258

3,682 3,048 1,365 3,051 △7,269 697 3,181 3,116 △1,265 △2,253 3,632 △10,251 733

17.7% 15.5% 7.1% 14.9% △46.7% 3.4% 15.6% 15.3% △6.2% △13.4% 16.7% △45.4% 0.3%

  

経常利益  

 経常利益率

 支払保険料

 その他

 減価償却費

 その他

  

その他の固定費 賃借料

 法定福利費

 賞与

 福利厚生費

限界利益  

 限界利益率

人件費・労務費 給料手当

 通信費

 その他

  

変動費 運賃

 車両関連費

 消耗品費

 製品売上高

 その他

  

項目

純売上高 商品売上高

要約資金繰計画書
実績期間:平成30年4月～平成30年12月

（単位:千円）

期末残高 97,103 96,774 91,807

その他 2,663 0 0
合計 26,998 △ 329 △ 4,967

その他 △ 162 0 0
収入 借入金 36,000 0 0

未払消費税等の支払額 △ 1,993 △ 6,455 △ 10,178
借入金の返済額 △ 9,305 △ 4,997 △ 4,740

役員賞与の支払額 0 0 0
未払法人税等の支払額 0 △ 2,437 △ 2,532

支出 固定資産の取得 △ 7,722 0 0
賞与の支払額 0 0 0

債務増減額 5,763 1,455 △ 90
棚卸資産増減 0 0 0

役員賞与引当金 0 0 0
債権債務等増減 債権増減額 △ 8,810 △ 1,912 0

減価償却費（新規分） 417 2,904 2,005
賞与引当金 0 0 0

当期利益 6,830 7,796 7,251
非資金性費用 減価償却費（過去分） 3,317 3,317 3,317

項　　　目
H31/3 H32/3 H33/3

実績見込み 計画 計画

要約計画書
実績期間:平成30年4月～平成30年12月

（単位:千円）
H32/3 H33/3

計画 実績見込み 差 達成率 計画 計画
160,769 166,842 6,074 103.8% 183,526 183,526
78,028 83,698 5,669 107.3% 87,882 87,882

0 0 △0 92.3% 0 0
238,797 250,540 11,743 104.9% 271,409 271,409

1,593 1,663 70 104.4% 1,802 1,802
3,175 3,316 141 104.4% 3,592 3,592
4,434 4,628 194 104.4% 5,014 5,014
1,651 1,726 75 104.6% 1,869 1,869

129,233 134,755 5,522 104.3% 145,951 145,951
140,086 146,088 6,001 104.3% 158,228 158,228
98,711 104,452 5,741 105.8% 113,181 113,181
41.3% 41.7% 0.4% - 41.7% 41.7%
39,346 37,721 △1,625 95.9% 41,973 42,812
5,124 4,910 △214 95.8% 5,463 5,572
8,888 9,421 533 106.0% 9,892 10,386

0 0 0 - 0 0
24,362 25,053 690 102.8% 25,053 25,053
77,720 77,104 △616 99.2% 82,380 83,824
8,158 8,524 366 104.5% 8,524 8,524

742 775 33 104.5% 775 775
10,382 10,802 420 104.0% 10,802 10,802

977 417 △560 42.7% 2,904 2,005
20,258 20,517 259 101.3% 23,005 22,106

733 6,830 6,098 932.1% 7,796 7,251
0.3% 2.7% 2.4% - 2.9% 2.7%

  
経常利益  
 経常利益率

 支払保険料
 その他
 減価償却費

 その他
  
その他の固定費 賃借料

 法定福利費
 賞与
 福利厚生費

限界利益  
 限界利益率
人件費・労務費 給料手当

 通信費
 その他
  

変動費 運賃
 車両関連費
 消耗品費

 製品売上高
 その他
  

項　　　目
H31/3

純売上高 商品売上高

計画策定レポート

38

実績データを利用して月次ベースの簡易な損益、資金繰り計画が可能(3期分)
①売上 ②粗利 ③ヒト(要員)・モノ(投資)・カネ(借入)、経費

債権回収・債務支払のサイト入力や法人税・消費税支払いの設定が可能なので
簡単ではあるが精度の高い資金繰り計画が可能

進行年度において、実績月の取り込みによる予実対比、当期見込みの自動更新
 レポートはExcel形式のため、慣れた環境で操作を実現

経営支援

※印刷イメージ

20,196

4,220 2,483 4,068
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